
　「令和４年度使用者による障害者虐待の
　状況等」が公表されました

厚労省は、障害者虐待防止法 28 条に基づき、使用者による
障害者虐待の状況や使用者による障害者虐待があった場合に
とった措置等の事項を毎年公表しています。都道府県労働局

（労働局）が把握した使用者による令和４年度の障害者虐待
の状況等が公表されましたので、その傾向と特徴を紹介しま
す。

◆通報・届出と労働局の対応結果
（【　】内の数字は、労働局により虐待が認められた件数）
①　通報・届出のあった事業所件数（把握の端緒別）
　全体 1,230 件【430 件】

（都道府県からの報告 208 件【36 件】、労働局などへの相談
838 件【214 件】、労働局などの発見 184 件【180 件】）
②　通報・届出の対象となった障害者数（障害種別・虐待種別）
　全体 1,433 人【656 人】

（障害種別では、精神障害 510 人【224 人】、知的障害 422 人
【245 人】、身体障害 326 人【155 人】、発達障害 127 人【36 人】、
その他 40 人【８人】。虐待種別では、経済的虐待 796 人

【600 人】、心理的虐待 613 人【47 人】、身体的虐待 146 人
【24 人】、放置等による虐待 79 人【８人】、性的虐待 24 人【８
人】＊重複計上あり

◆使用者による障害者虐待が行われた場合などの対応
①　都道府県に通報・届出が寄せられた場合
都道府県は労働局へ報告を行います。
②　市町村に通報・届出が寄せられた場合
市町村は都道府県に通知を行い、都道府県から労働局に報告
がなされます。報告を受けた労働局は、労働基準法、障害者
雇用促進法、男女雇用機会均等法など所管する法令に基づき、
所轄の労働局、労基署または職安の職員が事業所に出向くな
どして、調査や必要な指導を行います。
③　労働局に直接、通報・届出が寄せられた場合
労働局（労基署、職安含む）に直接、使用者による障害者虐

従業員の人材育成、スキルアップに活用できる助成金として
「人材開発支援助成金（教育訓練休暇等付与コース、人への
投資促進コース）」があります。

【教育訓練休暇等付与コース】
有給教育訓練等制度を導入し、労働者が当該休暇を取得し、
訓練を受けた場合に助成

【人への投資促進コース】
デジタル人材・高度人材を育成する訓練、労働者が自発的に
行う訓練、定額制訓練（サブスクリプション型）等を実施し
た場合に、訓練経費や訓練期間中の賃金の一部等を助成

◆学び・学び直しのための費用の支援
同じく、人材開発支援助成金として、人材育成支援コース、
人への投資促進コース、事業展開等リスキリング支援コース
があります。

【人材育成支援コース】
雇用する被保険者に対して、職務に関連した知識・技能を習
得させるための訓練、厚生労働大臣の認定を受けたＯＪＴ付
き訓練、非正規雇用労働者を対象とした正社員化を目指す訓
練を実施した場合に、訓練経費や訓練期間中の賃金の一部を
助成

【事業展開等リスキリング支援コース】
新規事業の立上げなどの事業展開等に伴い、新たな分野で必
要となる知識および技能を習得させるための訓練を実施した
場合に、訓練経費や訓練期間中の賃金の一部を助成

そのほか、教育訓練給付制度の利用も可能です。申請をご検
討の際は、弊所にご相談ください。

【厚生労働省「職場における学び・学び直し促進ガイドライン」
特設サイト】
https://manabi-naoshi.mhlw.go.jp/

【厚生労働省「人材開発支援助成金」】
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_ro
udou/koyou/kyufukin/d01-1.html
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待の通報・届出が寄せられた場合、労働局は都道府県に情報
提供する一方、都道府県からの報告があった場合と同様に調
査や必要な指導を行います。

　令和４年度の調査では、通報・届出件数は前年度比で横ば
いだったものの、実際に虐待が認められた事業所、障害者数
はともに増加しています。５～ 29 人規模の事業所での虐待
が多く、全体の約半数を占めています。また、虐待種別で圧
倒的に多い経済的虐待（87.3％）については、事業主の知識・
認識不足によるところもあり得るので、最低賃金は毎年
チェックし、その他関連する改正法も把握しておくようにし
ましょう。

【厚生労働省「令和４年度使用者による障害者虐待の状況等」
の結果を公表します】
https://www.mhlw.go.jp/content/11909000/001141991.pdf

　社員の学び・学び直しを進める上で
　活用したい助成金

社会が大きく変化する中で働く人の学び・学び直し（リスキ
リング・リカレント学習）の必要性が高まっていることを受
け、厚生労働省では、「職場における学び・学び直し促進ガ
イドライン」特設サイトを開設し、公的支援策や取組みのポ
イント、企業事例などを紹介しています。
企業の担当者に向けて、なぜ、「学び・学び直し」が重要なのか、
社員にその重要性をどのように説明したらよいのかのアドバ
イスなども掲載されており、参考になると思われます。
以下、学び・学び直しにあたってどのような助成金が用意さ
れているのか、その一部をご紹介します（令和５年３月現在）。

◆学び・学び直しのための時間の確保の支援
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　　今月の税務と労務の手続

10 日
○　源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付
　　［郵便局または銀行］
○　雇用保険被保険者資格取得届の提出
　　＜前月以降に採用した労働者がいる場合＞
　　［公共職業安定所］

31 日
○　個人の道府県民税・市町村民税の納付＜第３期分＞
　　［郵便局または銀行］
○　労働者死傷病報告の提出
　　＜休業４日未満、７月～９月分＞［労働基準監督署］
○　健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］
○　健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］
○　労働保険料の納付＜延納第２期分＞［郵便局または銀行］
○　労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告書の提
　　出［公共職業安定所］
○　外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でない場合）
　　＜雇入れ・離職の翌月末日＞［公共職業安定所］
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｢シフト制勤務｣で働く非正規労働者の働き方

の実態と課題 
公正な採用選考実施のための 
基本的な考え・取組み 


